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１．はじめに 

 現在,国内政策のひとつとして,サイバー空間とフ

ィジカル空間を高度に融合させたシステムを構築す

ることにより,経済の発展と社会的課題の解決を両

立する社会「Societ5.0」が提唱されている.国土交通

省では, Socity5.0 の実現に向け令和 2 年度から 3D 都

市モデルの整備・活用・オープン化プロジェクト

「Project PLATEAU」を進めている.具体的な取り組

みとしては,標準的な製品仕様に基づく自治体単位

での 3D 都市モデルの整備,3D 都市モデルを活用し

たユースケース開発,整備された 3D 都市モデルのオ

ープンデータ化が行われている.また,Web サイト上

で 3D 都市モデルを閲覧できる「PLATEAU VIEW」

(図 1)や 3D 都市モデルの製品仕様書,作業手順書,ユ

ースケース開発の内容等,プロジェクトの成果をマ

ニュアル化し公開している.  

  3D 都市モデルの整備は,令和 2 年度の 56 都市を皮

切りに全国的に進みつつある.一方で,3D 都市モデル

の主な整備・更新主体である行政向けのユースケー

ス開発については実証の段階であり,実業務におけ

る十分な定着には至っていない. 

本稿では,最初に 3D 都市モデルの技術概要を説明

したうえで,行政における 3D 都市モデルの活用の課

題を整理した.その後,「Project PLATEAU」における

ユースケース開発事例を分類・分析し,実装技術,活用

分野等の 3D 都市モデルにかかわる特徴をもとにし

た体系化を行い,他都市への適用可能性を検討した. 

 

図 1 PLATEAU VIEW 表示イメージ(建物と浸水想定区域)1) 
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２．3D都市モデルの概要について 

 「Project PLATEAU」において整備する 3D 都市モ

デルについて説明する. 

2.1．3D 都市モデルのデータ形式 

 3D都市モデルのデータ形式は,地理空間情報分野

における国際標準化団体であるOGC(Open Geospatial 

Consortium)が国際標準として策定しているCityGML

を採用している. 

CityGML とは,図 2 に示すとおり都市空間を構成

する建物や道路,橋梁などの様々な地物を定義し,こ

れに幾何形状と,用途,構造,床面積といった属性情報

を付与することで, 都市空間の意味（セマンティク

ス）や地物間の関係性を再現した 3D 都市モデルを

記述することができる形式である. このCityGMLの

特性により,フィジカル空間とサイバー空間の高度

な融合を実現することができ,例えば,災害時避難計

画の立案や,都市活動モニタリング,分析,シミュレー

ション等が可能となる. 

  また, CityGML は,地物の表現に関して LOD（Level 

of Detail）と呼ばれる概念を定義している.LOD とは,

モデルの詳細度であり,１つの地物の幾何をその利

用や可視化の目的に応じて,複数の段階に抽象化す

ることを可能とするマルチスケールのモデリングの

仕組みであり, 「Project PLATEAU」で整備する 3D

都市モデルにも採用されている(図 3). 

 

図 2 CityGML の可視化イメージ 2) 

 

図 3 建物の LOD 詳細度イメージ 3) 

2.2．3D 都市モデルの整備地物 

 2022 年 7 月に公開された「Project PLATEAU」の

3D 都市モデル標準仕様書では ,対象地物は建物

LOD0-3,道路 LOD1-3,土地利用 LOD1,地形 LOD1,災

害リスク情報 LOD1,都市計画決定情報 LOD1 として

おり,同一地物における詳細度の選択は,ユースケー

ス開発の内容により決定することとなる.災害リス

ク情報については,土砂災害警戒区域,洪水,津波,高潮,

内水の浸水想定区域を対象としている. 

 

2.3．3D 都市モデルの整備方法 

3D 都市モデルの整備は,自治体等が保有している

既存データを活用することを基本としている.具体

的には,都市計画業務のために作成されている「都市

計画基本図」（数値地形図）と航空測量成果（空中写

真・レーザ）によって取得される建物や地形の高さ

を掛け合わせ,建物等の3次元幾何形状を作成する.更

に,例えば建物に都市計画基礎調査等によって取得

された属性情報を付与し,3D 都市モデルを完成させ

る(図4).既存データを有効活用することにより,安価

で効率的な3D 都市モデルの整備を実現している. 

 

 

図 4 既存データによる 3D 都市モデルの整備 2) 
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３．3D都市モデル整備・活用の取組み課題 

行政における 3D 都市モデル整備・活用に向けた

課題は,主に以下の 3 つが挙げられる. 

  1 点目は,3D 都市モデルの整備・更新の実施であ

る. 3D 都市モデルの整備・更新主体は行政,特に都市

計画業務を担う部局が中心となる.そのため,3D 都市

モデルの整備手法や更新サイクル,更新費用などの

知識を関係職員が習得する必要がある.本課題に対

しては, 「Project PLATEAU」の成果として 3D 都市

モデルの導入ガイダンスや標準製品仕様書,標準整

備マニュアル等が資料として公開されており,これ

を活用することで知識を習得することができる. 

2 点目は,オープンデータの管理である.「Project 

PLATEAU」では,整備した 3D 都市モデルをオープン

データとして公開することとしているが,CityGML

形式データは容量が大きく,また現時点ではデータ

を閲覧するソフトウェアを保有していない行政も多

数であることから,行政が管理するホームページ上

でデータを公開するのはハードルが高い.本課題に

対しては,一般社団法人社会基盤情報流通推進協議

会が運営する G 空間情報センターにて 3D 都市モデ

ルを公開する仕組みができているため,行政毎に公

開データの管理をする必要はない. 

3 点目は,3D 都市モデルの利活用である.整備した

3D 都市モデルを行政業務のなかでどのように利活

用していくのかが重要である一方で,その活用実績

は十分ではないのが現状である.本課題に対しては, 

アイデアソンを通じた利活用検討や「 Project 

PLATEAU」で実施しているユースケース開発事例の

適用等の対応策が考えられる.アイデアソンについ

ては,当社においても 2021 年 6 月に長野県茅野市と

共同で実施している.行政がかかえる課題を事前に

茅野市職員にヒアリング調査し,当社の環境分野・行

政支援分野のコンサルタント,システム開発技術者

がチームを組み議論することで,課題に沿った実現

性の高い利活用案を検討・提案した.一方,「Project 

PLATEAU」で実施しているユースケース開発事例に

ついては, 多分野に渡り多数の実績が出てきつつあ

るため,次章にて詳細に分析し,自治体への適用性を

整理するものとする. 

４．3D都市モデルの利活用の分析 

 「Project PLATEAU」において令和 2 年度から令和

4 年度（現在進行中）までに開発されている行政向

けユースケース 61件を対象に,3D都市モデルの利活

用方法の分析を行った.  

4.1．分析手法 

 分析手法は,ユースケース開発が行われている分

野(まちづくり,防災,地域活性化・観光,交通・物流,環

境・エネルギー)ごとに,①システム機能面・サービス

化面の分類,②使用している 3D 都市モデルの地物・

LOD 単位での分類を行った. 

機能・サービス化の分類は,可視化・検索, 人流解

析,その他解析,シミュレーション,XR,位置特定,アプ

リケーション,ゲーム,オープンソース化の 9 項目を

設定した.3D 都市モデルの地物・LOD 単位での分類

は,ユースケース開発で利用される地物・LOD ごと

に設定した. 項目が複数該当するものについては,該

当する項目ごとに分類した. 

 

4.2．分析結果 

機能・サービス化の分類結果を図 5 に示す.令和 2

年度は,可視化・検索,人流解析のユースケース開発が

多い傾向となっている（図 5 の①）.これは、プロジ

ェクトの開始初年度であり,3D 都市モデルの仕様検

討,整備と並行してユースケース開発を行っていた

ため,活用が可視化に留まった都市が多かったこと

に起因する.また,令和 2 年度は,新型コロナウィルス

感染症が拡大した時期と重なり,施策として人流解

析の実証が多く実施されたものと考えられる. 令和

3・4 年度については,令和 2 年度と比較しシミュレ

ーション,アプリケーション化,オープンソース化が

多くなっている（図 5 の②）.理由として,3D 都市モ

デルの製品仕様が整理されたことで 3D 都市モデル

の特性を生かしたシミュレーションが可能となった

こと,実証から実装にユースケース開発が進化して

いることが挙げられる. 

 3D 都市モデルの地物・LOD 単位での分類結果を

図 6 に示す.傾向としては,建物の LOD1 を利用した

ユースケースが大半を占めている（図 6 の①）.これ

は,建物は都市モデルの根幹であることや LOD1 の
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建物は形状が簡易であり広範囲に整備しやすいため,

都市の可視化やシミュレーションに多く活用されて

いるものと考えられる. 防災の分野では,災害リスク

情報を活用したユースケースが多い傾向にある（図

6 の②）.災害リスク情報を 3D で可視化することに

よる視認性の向上や,3D 都市モデルの標準地物とし

て災害リスク情報が位置付けられており活用しやす

いことが理由であると考えられる.また,令和 3・4 年

度は,建物,道路の詳細なモデル化が可能となったこ

とにより,交通・物流や環境エネルギー分野への活用

が新たに広がっている（図 6 の③）.  

 

4.3．考察 

3D 都市モデル利活用の分析を行った結果,以下 3

点が明らかになった. 

 1 点目は, 行政向けに実装が可能なユースケース

種類が増加していることである.令和 4 年度に進行

中の加賀市「カーボンニュートラル施策推進支援シ

ステムの開発」や茅野市「開発許可申請管理システ

ムの構築」では,アプリケーション,オープンソース化

までの実施を予定している.来年度以降は,オープン

ソース化されたアプリケーションを利用することで, 

他自治体においてもコストを抑えたシミュレーショ

ンやシステム開発が可能となる. 

 

 

 

 

 

 2 点目は,詳細度の高いモデル構築の必要性であ

る.3D 都市モデルを利用して高精度なシミュレーシ

ョンを行うためには,詳細度の高いモデルが必要と

なる.LOD1 の建物については,多くの事業者におい

て半自動で整備することが可能となっている

が,LOD2 以上となると形状が複雑化し,手動による

整備・補正を必要とするのが実態である.そのため,広

域で LOD2 以上のモデルを整備するためにはコスト

と時間を要する.このような課題に対し,国土交通省

は令和 4 年度に「AI を活用した LOD2 自動作成の実

証」を行っており,今後 LOD2 等の詳細なモデル作成

の低コスト化が期待できる. 

3 点目は, 建物・災害リスク情報以外の地物の活用

である.これまでのユースケースでは,建物,災害リス

ク情報の活用が大半を占めているが,それ以外に道

路,土地利用,都市計画決定情報及び地形が標準地物

として整備されている.道路については,LOD3 まで

の製品仕様が定義されており,インフラ施設の管理

等での活用が期待できる.また,土地利用については,

町丁目単位ではなく土地利用現況単位での整備が行

われているため,建物と土地を組み合わせた詳細な

都市構造の分析・可視化が可能である.このような,利

活用の幅を広げる活動として,行政課題に即したア

イデアソンの開催等の手法が有効である. 

 

 

 

図 5  機能・サービス化の分類結果 
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５．おわりに 

 本稿では,行政における 3D 都市モデルの利活用を

検討するため,主に「Project PLATEAU」で実施され

ているユースケース開発事例を分類・分析し,実装技

術,活用分野等の 3D 都市モデルにかかわる特徴をも

とにした体系化を行った. 

 この結果, ユースケース開発は実証段階から既に

アプリケーションやオープンソース化などの実装段

階に向けて進んでいることが明らかとなった.今後

は,これらのユースケース事例が他の 3D 都市モデル

の整備都市へも拡大されることが期待できる. 
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